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みんなの社労士合格塾 

下記４つに関する目的条文です。 

 

■次世代育成支援対策推進法（令和６年までの時限立法） 

・目的（法１条） 

この法律は、我が国における急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を取り巻く環境の変

化にかんがみ、次世代育成支援対策に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体、

事業主及び国民の責務を明らかにするとともに、行動計画策定指針並びに地方公共団体及

び事業主の行動計画の策定その他の次世代育成支援対策を推進するために必要な事項を

定めることにより、次世代育成支援対策を迅速かつ重点的に推進し、もって次代の社会を

担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成される社会の形成に資することを目的とする。 

 

・定義（法２条） 

この法律において「次世代育成支援対策」とは、次代の社会を担う子どもを育成し、又は

育成しようとする家庭に対する支援その他の次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、

かつ、育成される環境の整備のための国若しくは地方公共団体が講ずる施策又は事業主が

行う雇用環境の整備その他の取組をいう。 

 

・基本理念（法３条） 

次世代育成支援対策は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有すると

いう基本的認識の下に、家庭その他の場において、子育ての意義についての理解が深めら

れ、かつ、子育てに伴う喜びが実感されるように配慮して行われなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次世代育成支援対策

推進法 

女性活躍推進法 障害者雇用促進法 若者雇用促進法 

くるみん えるぼし もにす ユースエール 

100人超は義務 

（101人以上） 

300人超は義務 

（301人以上） 

300人以下 300人以下 
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■女性活躍推進法（令和８年３月 31日までの時限立法） 

・目的（法１条） 

この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性がその個

性と能力を十分に発揮して職業生活において活躍すること（以下「女性の職業生活におけ

る活躍」という。）が一層重要となっていることに鑑み、男女共同参画社会基本法（平成

十一年法律第七十八号）の基本理念にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進につ

いて、その基本原則を定め、並びに国、地方公共団体及び事業主の責務を明らかにすると

ともに、基本方針及び事業主の行動計画の策定、女性の職業生活における活躍を推進する

ための支援措置等について定めることにより、女性の職業生活における活躍を迅速かつ重

点的に推進し、もって男女の人権が尊重され、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民の需

要の多様化その他の社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現するこ

とを目的とする。 

 

・基本原則（法 2条） 

➀女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活における活躍に係る男女間の格差の実

情を踏まえ、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対する採用、

教育訓練、昇進、職種及び雇用形態の変更その他の職業生活に関する機会の積極的な提供

及びその活用を通じ、かつ、性別による固定的な役割分担等を反映した職場における慣行

が女性の職業生活における活躍に対して及ぼす影響に配慮して、その個性と能力が十分に

発揮できるようにすることを旨として、行われなければならない。 

 

②女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、

介護その他の家庭生活に関する事由によりやむを得ず退職することが多いことその他の

家庭生活に関する事由が職業生活に与える影響を踏まえ、家族を構成する男女が、男女の

別を問わず、相互の協力と社会の支援の下に、育児、介護その他の家庭生活における活動

について家族の一員としての役割を円滑に果たしつつ職業生活における活動を行うため

に必要な環境の整備等により、男女の職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可

能となることを旨として、行われなければならない。 

 

③女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の職業生活と家庭生活との両立

に関し、本人の意思が尊重されるべきものであることに留意されなければならない。 
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■障害者雇用促進法 

・目的（法１条） 

この法律は、障害者の雇用義務等に基づく雇用の促進等のための措置、雇用の分野におけ

る障害者と障害者でない者との均等な機会及び待遇の確保並びに障害者がその有する能

力を有効に発揮することができるようにするための措置、職業リハビリテーションの措置

その他障害者がその能力に適合する職業に就くこと等を通じてその職業生活において自

立することを促進するための措置を総合的に講じ、もつて障害者の職業の安定を図ること

を目的とする。 

 

・基本的理念（法３条・４条） 

法３条 障害者である労働者は、経済社会を構成する労働者の一員として、職業生活にお

いてその能力を発揮する機会を与えられるものとする。 

 

法４条 障害者である労働者は、職業に従事する者としての自覚を持ち、自ら進んで、そ

の能力の開発及び向上を図り、有為な職業人として自立するように努めなければならな

い。 

 

■若年者雇用促進法 

・目的（法１条） 

この法律は、青少年について、適性並びに技能及び知識の程度にふさわしい職業 

（以下「適職」という。）の選択並びに職業能力の開発及び向上に関する措置等を総合的

に講ずることにより、雇用の促進等を図ることを通じて青少年がその有する能力を有効に

発揮することができるようにし、もって福祉の増進を図り、あわせて経済及び社会の発展

に寄与することを目的とする。 

 

・基本的理念（法２条・３条） 

法２条 全て青少年は、将来の経済及び社会を担う者であることに鑑み、青少年が、その

意欲及び能力に応じて、充実した職業生活を営むとともに、有為な職業人として健やかに

成育するように配慮されるものとする。 

 

法３条 青少年である労働者は、将来の経済及び社会を担う者としての自覚を持ち、自ら

進んで有為な職業人として成育するように努めなければならない。 

 

 


